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国　税／�8月分源泉所得税の納付� 9月10日
国　税／�7月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 10月1日
国　税／�1月決算法人の中間申告� 10月1日
国　税／�10月、1月、4月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合）� 10月1日

9 2012（平成24年）

捜査特別報奨金制度　都道府県警察が捜査を行っている事件のうち警察庁が特に指定し
たものに関し、その事件の検挙に結び付く有力な情報提供者に国費より報奨金を支払う制
度。報奨金は原則、上限300万円ですが、凶悪事件などでは1,000万円まで増額されます。なお、
報奨金は、懸賞金、競馬の払戻金、生命保険の満期返戻金と同様に一時所得となります。
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9月号─2

　

所
得
税
で
は
、
会
社
か
ら
現
金
で

支
給
さ
れ
る
も
の
だ
け
で
な
く
、
経

済
的
利
益
を
受
け
た
と
見
な
さ
れ
る

と
、
給
与
と
同
様
に
課
税
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

判
断
に
迷
う
ケ
ー
ス
も
多
い
の
で
、

以
下
、
Ｑ
＆
Ａ
方
式
で
身
近
な
例
を

取
り
上
げ
て
み
ま
す
。

1
　
健
康
診
断
費
用

　

役
員
、
従
業
員
の
健
康
診
断

費
用
を
負
担
し
た
場
合
、
経
費

に
な
り
ま
す
か
。

　

ま
た
、
一
部
の
人
が
人
間
ド
ッ
ク

を
受
け
て
い
る
場
合
は
ど
の
よ
う
に

取
り
扱
わ
れ
ま
す
か
。

　

原
則
と
し
て
、
会
社
が
負
担

し
た
検
診
費
用
は
、
役
員
の
み

又
は
特
殊
関
係
人
（
役
員
の
親
族
、

事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
関
係
に

あ
る
者
等
）
の
み
を
対
象
と
し
た
も

の
や
、
著
し
く
高
額
で
あ
る
場
合
を

除
き
、
福
利
厚
生
費
と
し
て
損
金
の

額
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

　

年
齢
四
〇
歳
以
上
の
役
員
及
び
従

業
員
を
対
象
と
し
て
人
間
ド
ッ
ク
な

ど
別
メ
ニ
ュ
ー
の
検
診
項
目
と
す
る

こ
と
な
ど
は
合
理
的
だ
と
一
般
的
に

考
え
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
役
員
の
み

を
対
象
と
し
た
も
の
や
、
著
し
く
高

額
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
負

担
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
役
員
等
に

対
す
る
給
与
（
賞
与
）
と
な
り
、
損

金
に
算
入
で
き
ま
せ
ん
。

　

福
利
厚
生
費
は
、
役
員
、
従
業
員

を
問
わ
ず
機
会
均
等
で
な
く
て
は
な

り
ま
せ
ん
。

2
　
永
年
勤
続
者
に
対
す
る
旅
行
費

用
・
記
念
品
の
支
給

　

役
員
又
は
従
業
員
の
う
ち
永

年
勤
続
者
に
対
し
て
、
次
の
も

の
を
支
給
し
た
場
合
、
現
物
給
与
と

し
て
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
か
。

①　

永
年
勤
続
者
の
う
ち
、
勤
続
二

五
年
に
達
し
た
者
に
は
二
泊
三
日

の
旅
行
相
当（
一
〇
万
円
程
度
）、

勤
続
三
五
年
に
達
し
た
者
に
は
四

泊
五
日
の
旅
行
相
当
（
二
〇
万
円

程
度
）
と
し
、
そ
の
実
際
の
費
用

を
会
社
が
支
払
っ
た
場
合

②　

勤
続
二
五
年
の
永
年
勤
続
者
に
、

一
〇
万
円
に
相
当
す
る
旅
行
ク
ー

ポ
ン
券
を
支
給
し
た
場
合

　

使
用
者
が
、
永
年
勤
続
の
役

員
又
は
従
業
員
の
表
彰
に
当
た

り
、
そ
の
記
念
と
し
て
旅
行
、
観
劇

等
に
招
待
し
、
又
は
記
念
品
（
現
物

に
代
え
て
支
給
す
る
金
銭
は
含
ま
な

い
。）
を
支
給
す
る
こ
と
に
よ
り
、

そ
の
役
員
又
は
従
業
員
が
受
け
る
利

益
で
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ

に
も
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

⑴　

そ
の
受
け
る
経
済
的
利
益
が
、

そ
の
役
員
又
は
従
業
員
の
勤
続
期

間
等
に
照
ら
し
、
社
会
通
念
上
相

当
と
認
め
ら
れ
る
こ
と

⑵　

そ
の
表
彰
が
概
ね
一
〇
年
以
上

の
勤
続
年
数
の
者
を
対
象
と
し
、

か
つ
、
二
回
以
上
表
彰
を
受
け
る

者
に
つ
い
て
は
、
概
ね
五
年
以
上

の
間
隔
を
あ
け
て
行
わ
れ
て
い
る

こ
と

旅行券

QA

Q

A

現
物
給
与

（
経
済
的
利
益
）に
関
す
る

現
物
給
与

（
経
済
的
利
益
）に
関
す
る

Ｑ
Ａ＆



3─9月号

　

な
お
、こ
れ
ら
の
表
彰
に
当
た
り
、

金
銭
で
支
給
し
た
場
合
や
、
同
一
の

永
年
勤
続
者
に
つ
き
均
一
に
行
わ
れ

な
い
場
合
は
、
す
べ
て
給
与
課
税
と

さ
れ
ま
す
。

　

質
問
①
に
つ
い
て
は
、
社
会
通
念

上
相
当
な
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
の
で

問
題
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
質
問
②
に
つ
い
て
は
、
金

銭
と
引
き
換
え
る
こ
と
が
で
き
る
旅

行
ク
ー
ポ
ン
券
の
場
合
、
実
質
的
に

は
金
銭
の
支
給
と
変
わ
り
な
い
の
で
、

原
則
と
し
て
券
面
額
に
相
当
す
る
金

額
の
給
与
の
支
給
が
あ
っ
た
も
の
と

し
て
、
源
泉
徴
収
の
対
象
と
な
り
ま

す
。

3
　
使
用
者
か
ら
貸
与
を
受
け
た
住

宅
等
に
係
る
賃
貸
料
相
当
額

　

当
社
で
は
、
社
宅
が
な
い
の

で
従
業
員
を
居
住
さ
せ
る
た
め

に
当
社
名
義
で
ア
パ
ー
ト
を
借
り
受

け
て
（
月
家
賃
一
二
万
円
）、
こ
れ

を
月
四
万
円
で
従
業
員
に
貸
し
付
け

た
場
合
、
差
額
八
万
円
は
経
費
と
し

て
認
め
ら
れ
る
で
し
ょ
う
か
。
そ
れ

と
も
、
給
与
課
税
さ
れ
ま
す
か
。

　

結
論
と
し
て
は
、
会
社
が
他

か
ら
借
り
受
け
た
住
宅
を
従
業

員
に
貸
与
す
る
場
合
に
は
、
一
定
の

算
式
（
上
段
）
に
よ
り
計
算
さ
れ
る

通
常
の
賃
貸
料
の
五
〇
％
相
当
額
以

上
を
受
領
し
て
い
れ
ば
、
実
際
の
家

賃
と
従
業
員
に
貸
し
付
け
る
家
賃
と

の
差
額
は
、
従
業
員
に
対
す
る
給
与

と
は
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

実
際
問
題
と
し
て
、
ア
パ
ー
ト
を

借
り
た
場
合
、
そ
の
家
賃
の
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
を
明
ら
か
に
す
る

こ
と
は
難
し
い
と
思
わ
れ
ま
す
が
、

前
記
算
式
で
計
算
さ
れ
る
金
額
は
、

賃
貸
相
場
よ
り
か
な
り
低
く
（
二
割

程
度
と
な
る
こ
と
が
多
い
）、
し
か
も

そ
の
五
〇
％
以
上
の
家
賃
で
良
い
の

で
優
遇
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　

ま
た
、
複
数
の
従
業
員
に
対
し
て

住
宅
を
貸
与
し
て
い
る
場
合
で
、
そ

の
住
宅
の
状
況
に
応
じ
て
バ
ラ
ン
ス

の
と
れ
た
賃
貸
料
を
徴
収
し
て
い
る

と
き
、
例
え
ば
Ａ
は
四
万
円
、
Ｂ
は

三
万
円
、
Ｃ
は
五
万
円
と
様
々
な
賃

貸
料
を
徴
収
し
て
い
る
と
き
に
は
、

賃
貸
料
の
合
計
額
が
前
記
の
算
式
に

よ
り
計
算
さ
れ
た
通
常
の
賃
貸
料
の

五
〇
％
相
当
額
以
上
と
な
っ
て
い
れ

ば
、
そ
の
す
べ
て
の
従
業
員
に
対
し

て
経
済
的
利
益
の
供
与
は
な
い
も
の

と
さ
れ
ま
す
。

4
　
食
事
を
支
給
し
た
と
き

　

従
業
員
に
食
事
を
支
給
し
た

場
合
、
給
与
と
し
て
課
税
さ
れ

ま
せ
ん
か
。

　

従
業
員
に
支
給
す
る
食
事

は
、
①
従
業
員
が
食
事
の
価
額

の
半
分
以
上
を
負
担
し
て
い
る
こ

と
、
②
食
事
の
価
額
か
ら
従
業
員
が

負
担
し
て
い
る
金
額
を
差
し
引
い
た

金
額
が
一
か
月
当
た
り
三
、五
〇
〇

円
（
税
抜
き
）
以
下
で
あ
る
こ
と
の

要
件
を
ど
ち
ら
も
満
た
し
て
い
れ

ば
、
給
与
課
税
は
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

た
と
え
ば
、
一
か
月
当
た
り
の
食

事
の
価
額
が
五
千
円
で
、
従
業
員
が

負
担
し
て
い
る
金
額
が
二
千
円
の
場

合
は
、
①
を
満
た
し
て
い
な
い
こ
と

か
ら
、
差
額
の
三
千
円
は
給
与
課
税

さ
れ
ま
す
。
食
事
の
価
額
と
は
、
仕

出
し
弁
当
な
ど
を
取
り
寄
せ
て
支
給

し
て
い
る
場
合
は
、
業
者
へ
の
支
払

金
額
、
社
員
食
堂
な
ど
で
会
社
が
作

っ
た
食
事
を
支
給
し
て
い
る
場
合

は
、
食
事
を
作
る
た
め
に
直
接
か
か

っ
た
費
用
の
合
計
額
を
い
い
ま
す
。

　

な
お
、
残
業
又
は
宿
日
直
者
へ
支

給
す
る
食
事
は
無
料
で
も
給
与
課
税

さ
れ
ま
せ
ん
。

QA

QA

賃貸料
相当額 =
（月額）

（例）
家屋の固定資産税課税標準額　500万円
土地の固定資産税課税標準額　800万円
家屋の床面積　40㎡

（ 5,000,000 × 0.2％ ） ＋ （ 12 × ―― ） ＋ （ 8,000,000 × 0.22％ ） ≒ 27,745 円

その年度の家屋
の固定資産税の
　課税標準額

＋ 12 円 × ――――――― ＋

当該家屋の
総床面積（㎡）
　3.3（㎡）

その年度の敷地
の固定資産税の
　課税標準額

×0.22%（ （ （×0.2%） ） ）

40
3.3

〈算式〉



9月号─4

　法定調書は、決められた様式に記載して
税務署に提出することになっていますが、
インターネットを利用したe-Taxのほか、
光ディスク等（光ディスク、磁気テープ又
は磁気ディスク）により提出することもで
きます。平成26年1月1日以後、法定調
書を提出する年の前々年に提出すべきであ
った法定調書の枚数が1,000枚以上であ
るものについては、e-Tax又は光ディスク
等により提供しなければならないこととさ
れました。
　この法定調書の提出枚数が1,000枚以
上かどうかの判定は、法定調書の提出義務
を有する者ごとに行うことになります。例
えば、A支店が1,100枚、B支店が600枚
の給与所得の源泉徴収票を提出していた場
合には、A支店のみがその2年後において
e-Tax又は光ディスク等による提出を義務
付けられます。また、提出枚数の判定は、
法定調書の種類ごとに行います。

　
役
員
又
は
使
用
人
が
起
こ
し
た
事

故
等
に
つ
い
て
、
会
社
が
相
手
方
に

損
害
賠
償
金
を
支
払
っ
た
場
合
の
税

務
処
理
は
、
そ
の
損
害
賠
償
金
の
対

象
と
な
っ
た
行
為
等
が
業
務
遂
行
に

関
連
す
る
か
ど
う
か
に
よ
り
取
扱
い

が
異
な
り
ま
す
。

　
営
業
中
の
交
通
事
故
な
ど
業
務
遂

行
に
関
連
す
る
も
の
で
役
員
等
に
故

意
又
は
重
過
失
が
な
い
も
の
で
あ
れ

ば
、
支
出
し
た
損
害
賠
償
金
は
給
与

以
外
の
損
金
の
額
に
算
入
し
ま
す
。

一
方
、
業
務
遂
行
に
関
連
す
る
が
役

員
等
の
故
意
又
は
重
過
失
に
よ
る
場

合
や
、
業
務
遂
行
に
関
連
し
な
い
場

合
は
、
そ
の
役
員
等
に
対
す
る
債
権

と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
役
員
等
の
支
払
能
力
等
か

ら
見
て
債
権
の
全
額
又
は
一
部
金
額

を
求
償
で
き
な
い
事
情
が
あ
れ
ば
、

そ
の
金
額
を
貸
倒
れ
と
し
て
損
金
経

理
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　給与所得者である個人が、自宅に太陽光
発電設備を設置し、いわゆる太陽光発電に
よる余剰電力買取制度に基づきその余剰電
力を電力会社に売却している場合の所得等
は次のような取扱いとなります。
　余剰電力の売却収入は、それを事業とし
て行っている場合や、他に事業所得があり
その付随業務として行っているような場合
には事業所得に該当すると考えられます
が、給与所得者が太陽光発電設備を家事用
資産として使用し、その余剰電力を売却し
ているような場合には、雑所得に該当しま
す。
　減価償却費の計算上、太陽光発電設備は、
太陽電池モジュール、パワーコンディショ
ナーなどが一体となって発電・送電等を行
う自家発電設備であることから、「機械装
置」に分類され、その耐用年数は、耐用年

数省令別表第二の「55　前掲の機械及び装
置以外のもの並びに前掲の区分によらない
もの」の「その他の設備」の「主として金属
製のもの」に該当し、17年を用います。必
要経費に算入する減価償却費の額は、発電
量のうちに売却した電力量の占める割合を
業務用割合として計算しなければなりませ
ん。
　なお、自宅兼店舗に設置した太陽光発電
設備による余剰電力の売却収入は、その設
備が事業所得を生ずべき業務の用に供され
ている限り、事業用資産に該当し、その資
産からもたらされる収入は、全て事業所得
の付随収入とするのが相当とされていま
す。この場合、店舗と自宅の電力使用量を
正確に区分できないときは、発電量のうち
売却した電力量以外の割合を店舗と自宅に
おける使用の実態に基づく使用率や使用面
積割合等の合理的な基準による店舗の使用
割合により按分し、その割合と売却した電
力量の割合の合計を事業用割合として計算
した減価償却費を、必要経費に算入します。

e-Tax又は光ディスク等による
法定調書の提出義務企

業
が
負
担
す
る
役
員
等
の
損
害
賠
償
金

自宅に設置した太陽光発電設備に
よる余剰電力の売却収入の取扱い


